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１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 1,044 52.5 △65 － △12 －

17年9月中間期 684 △29.5 △103 － △48 －

18年3月期 6,787 811 909

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 △25 － △264 15

17年9月中間期 △32 － △331 24

18年3月期 525 5,402 50

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期  97,683株 17年9月中間期 97,081株 18年3月期   97,359株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 9,372 7,480 79.8 76,544 68

17年9月中間期 13,029 7,055 54.2 72,574 93

18年3月期 9,569 7,642 79.9 78,264 80

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期   97,733株 17年9月中間期 97,219株 18年3月期   97,648株

②期末自己株式数 18年9月中間期 0株 17年9月中間期 0株 18年3月期 0株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 6,400 890 520

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　5,320円62銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第1四半期末 中間期末 第3四半期末 期末 その他 年間

18年3月期 － － － 1,500 － 1,500

19年3月期（実績） － － － － － －

19年3月期（予想） － － － 1,500 － 1,500

 

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は中間決算短信（連結）添付資料の８ページを参照して下さい。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 1,936,202 3,342,289 4,726,563

２．売掛金 2,458,800 41,546 32,099

３．たな卸資産 266,479 136,514 127,431

４．短期貸付金 5,249,622 2,203,991 1,344,418

５．未収入金 127,499 85,013 135,277

６．その他 ※４ 292,438 234,462 185,352

流動資産合計 10,331,042 79.3 6,043,817 64.5 6,551,143 68.5

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産 ※１

１．建物 880 6,248 823

２．機械及び装置 50,975 49,311 53,241

３．工具、器具及び
備品

1,408 775 943

有形固定資産合計 53,264 56,335 55,008

(2）無形固定資産 15,454 12,743 13,174

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 ※２ 44,400 29,450 44,400

２．関係会社株式 ※２ 1,018,551 1,318,551 1,288,551

３．長期貸付金 ※２ 1,504,263 1,850,763 1,554,263

４．その他 62,171 61,121 63,023

投資その他の資産
合計

2,629,386 3,259,886 2,950,238

固定資産合計 2,698,105 20.7 3,328,965 35.5 3,018,422 31.5

資産合計 13,029,147 100.0 9,372,783 100.0 9,569,565 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 342,056 200,244 －

２．短期借入金 5,600,000 1,600,000 1,600,000

３．未払法人税等 12,515 11,120 254,873

４．その他 18,913 80,476 72,291

流動負債合計 5,973,485 45.8 1,891,841 20.2 1,927,165 20.1

負債合計 5,973,485 45.8 1,891,841 20.2 1,927,165 20.1

（資本の部）

Ⅰ　資本金 3,274,497 25.1 － － 3,288,797 34.4

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 3,150,367 － 3,164,667

資本剰余金合計 3,150,367 24.2 － － 3,164,667 33.1

Ⅲ　利益剰余金

１．中間（当期）未処
分利益

630,796 － 1,188,935

利益剰余金合計 630,796 4.9 － － 1,188,935 12.4

資本合計 7,055,661 54.2 － － 7,642,400 79.9

負債資本合計 13,029,147 100.0 － － 9,569,565 100.0

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１．資本金 － － 3,294,205 35.1 － －

　２．資本剰余金

(１)資本準備金 － 3,170,075 －

資本剰余金合計 － － 3,170,075 33.8 － －

　３．利益剰余金

　(１)その他利益剰余金

　繰越利益剰余金 － 1,016,660 －

利益剰余金合計 － － 1,016,660 10.9 － －

株主資本合計 － － 7,480,941 79.8 － －

純資産合計 － － 7,480,941 79.8 － －

負債・純資産合計 － － 9,372,783 100.0 － －
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※５ 684,768 100.0 1,044,498 100.0 6,787,361 100.0

Ⅱ　売上原価 559,493 81.7 877,250 84.0 5,514,347 81.2

売上総利益 125,275 18.3 167,247 16.0 1,273,013 18.8

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

229,010 33.4 233,069 22.3 461,357 6.8

営業利益又は営業
損失（△）

△103,735 △15.1 △65,821 △6.3 811,655 12.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 104,237 15.2 76,170 7.3 181,910 2.6

Ⅴ　営業外費用 ※２ 49,208 7.2 23,271 2.2 84,017 1.2

経常利益又は経常
損失（△）

△48,706 △7.1 △12,922 △1.2 909,549 13.4

Ⅵ　特別損失 ※３ － － 14,950 1.4 14,118 0.2

税引前中間純損失
（△）又は税引前
当期純利益

△48,706 △7.1 △27,872 △2.6 895,431 13.2

法人税、住民税及
び事業税

4,636 2,590 375,188

法人税等調整額 △21,185 △16,549 △2.4 △4,659 △2,069 △0.2 △5,738 369,449 5.5

中間純損失（△）
又は当期純利益

△32,157 △4.7 △25,802 △2.4 525,981 7.7

前期繰越利益 662,953 － 662,953

中間（当期）未処
分利益

630,796 － 1,188,935
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(3) 中間株主資本等変動計算書

 当中間会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高 3,288,797 3,164,667 1,188,935 7,642,400 7,642,400

中間会計期間中の変動額      

新株の発行 5,407 5,407  10,815 10,815

剰余金の配当   △146,472 △146,472 △146,472

中間純損失   △25,802 △25,802 △25,802

中間会計期間中の変動額合計 5,407 5,407 △172,274 △161,459 △161,459

平成18年9月30日残高 3,294,205 3,170,075 1,016,660 7,480,941 7,480,941
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法 同左 同左

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による原価法 同左 同左

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産

貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法 同左 同左

商品 商品 商品

移動平均法による原価法 同左 同左

未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金

個別法による原価法 同左 同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定額法によっております。

　なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却によってお

ります。なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

建物 15年

機械及び装置 ４年

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内の利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

同左

 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

同左 同左

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。為替変動リスクのヘッジにつ

いては振当処理を採用しておりま

す。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　為替予約をヘッジ手段とし、外

貨建ての輸入予定取引をヘッジ対

象としております。

同左 同左

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針

　外貨建て輸入予定取引の為替変

動リスクをヘッジするために、為

替予約を利用することとし、ヘッ

ジ手段である為替予約は、ヘッジ

対象である外貨建ての輸入予定取

引の範囲内で行なうこととしてお

ります。

同左 同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段がヘッジ対象である

予定取引の重要な条件とほぼ同一

であり、ヘッジ開始時、及びその

後も継続して相場変動を完全に相

殺するものであると想定できるた

め、ヘッジの有効性の判定を省略

しております。

同左 同左

６．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本とな

る重要な事項

(1)消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理

方法は、税抜方式によっております。

(1)消費税等の処理方法

同左

(1)消費税等の処理方法

同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日

　　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

　(固定資産の減損に係る会計基準)

　当時中間会計期間より固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号　平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。

――――

 

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当事業年度より固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会　平成

14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第6号　平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありま

せん。

　―――― 　(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準)

　当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、

――――
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日

　　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

7,480,941千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年3月30日）

当中間会計期間末
（平成18年9月30日）

前事業年度末
（平成18年3月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

37,441千円 50,395千円 42,227千円

※２　担保資産及び担保付債務

 　　　関係会社等の借入金に対して下記資産

を担保に供しております。

投資有価証券 19,900千円

関係会社株式 325,750千円

長期貸付金 477,938千円

※２　担保資産及び担保付債務

 　　　関係会社等の借入金に対して下記資産

を担保に供しております。

投資有価証券 19,900千円

関係会社株式 809,000千円

長期貸付金 1,804,438千円

※２　担保資産及び担保付債務

 　　　関係会社等の借入金に対して下記資産

を担保に供しております。

投資有価証券 19,900千円

関係会社株式 755,750千円

長期貸付金 1,527,938千円

３　偶発債務 ３　偶発債務 ３　偶発債務

保証債務 保証債務 保証債務

　次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っており

ます。

　次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っており

ます。

　次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っており

ます。

保証先 金額(千円) 内容

銚子風力開発㈱ 1,615,962 借入債務

館山風力開発㈱ 240,000 借入債務

大山ウィンド
ファーム㈱

660,000 借入債務

肥前風力発電㈱ 1,600,000 借入債務

計 4,115,962 －

保証先 金額(千円) 内容

銚子屏風ヶ浦風
力開発㈱

168,900 借入債務

銚子風力開発㈱ 2,825,597 借入債務

大山ウィンド
ファーム㈱

2,127,420 借入債務

肥前風力発電㈱ 2,834,004 借入債務

六ヶ所村風力開
発㈱

3,992,552 借入債務

珠洲風力開発㈱ 1,033,420 借入債務

渥美風力開発㈱ 863,760 借入債務

琴浦ウィンド
ファーム㈱

1,355,900 借入債務

MJウィンドパ
ワー市原㈱

180,978 借入債務

計 15,382,531 －

保証先 金額(千円) 内容

銚子屏風ヶ浦風力
開発㈱

177,000 借入債務

銚子風力開発㈱ 3,321,567 借入債務

大山ウィンド
ファーム㈱

2,936,660 借入債務

肥前風力発電㈱ 3,459,410 借入債務

六ヶ所村風力開発
㈱

4,132,681 借入債務

珠洲風力開発㈱ 1,484,700 借入債務

渥美風力開発㈱ 1,240,960 借入債務

琴浦ウィンファー
ム㈱

1,948,020 借入債務

計 18,700,998 －

※４　消費税等の取扱い ※４　消費税等の取扱い ※４　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。

――――
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 96,847千円 受取利息 70,953千円 受取利息 174,011千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 41,023千円

ＩＲ関連費用 7,817千円

支払利息 12,231千円

ＩＲ関連費用 10,092千円

支払利息 71,130千円

ＩＲ関連費用 11,790千円

※３　　　　　　―――― ※３　特別損失のうち主要なもの　　　 ※３　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券評価損 14,950千円 プロジェクト整理損失 14,118千円

　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額

有形固定資産 8,588千円

無形固定資産 2,302千円

有形固定資産 8,168千円

無形固定資産 2,411千円

有形固定資産 18,830千円

無形固定資産 4,581千円

※５　当社の売上高は、通常の営業形態として、

下半期に風力発電機の販売が集中するた

め、事業年度の上半期と下半期の売上高

との間に著しい相違があり、上半期と下

半期の業績に季節的変動があります。

※５　　　　同　　左 ※５　　　　　　――――

－ 10 －



①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

工具、器具
及び備品

28,522 20,635 7,887

合計 28,522 20,635 7,887

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

工具、器具
及び備品

28,212 25,417 2,795

合計 28,212 25,417 2,795

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具、器具
及び備品

28,522 23,780 4,741

合計 28,522 23,780 4,741

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,569千円

１年超 6,174千円

合計 13,744千円

１年内 4,565千円

１年超 1,372千円

合計 5,937千円

１年内 6,165千円

１年超 3,696千円

合計 9,862千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 4,405千円

減価償却費相当額 3,462千円

支払利息相当額 245千円

支払リース料 3,804千円

減価償却費相当額 1,803千円

支払利息相当額 120千円

支払リース料 8,469千円

減価償却費相当額 6,607千円

支払利息相当額 427千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

同　　左 同　　左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

同　　左 同　　左

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

            72,574円93銭                76,544円68銭                  78,264円80銭

１株当たり中間純損失金額 １株当たり中間純損失金額 １株当たり当期純利益金額

        331円24銭          264円15銭                5,402円50銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、１株当たり中間純損

失が計上されているため記載しており

ません。

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、１株当たり中間純損

失が計上されているため記載しており

ません。

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

金額　　　　　　　　　

          5,339円26銭

 

　（注）　１株当たり中間純損失又は当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月１日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日)

１株当たり中間純損失又は当期純利益金

額

中間純損失（△）又は当期純利益（千

円）
△32,157 △25,802 525,981

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間純損失（△）又は

当期純利益（千円）
△32,157 △25,802 525,981

期中平均株式数（株） 97,081 97,683 97,359

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） － － 1,153

（うち新株予約権） (－) (－) (1,153)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

①平成14年7月22日付臨

時株主総会決議による

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の目

的となる株式の数

1,506株

②平成15年6月23日付定

時株主総会決議による

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の目

的となる株式の数

900株

③平成16年6月28日付定

時株主総会決議による

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の目

的となる株式の数

1,000株

①平成14年7月22日付臨

時株主総会決議による

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の目

的となる株式の数

972株

 ②平成15年6月23日付定

時株主総会決議による

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の目

的となる株式の数

639株

③平成16年6月28日付定

時株主総会決議による

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の目

的となる株式の数

826株

 ①平成15年6月23日付定

時株主総会決議による

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の目

的となる株式の数

681株

 ②平成16年6月28日付定

時株主総会決議による

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の目

的となる株式の数

871株
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

―――― ―――― ――――
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